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１ 被災離職者等への就職支援対策

（１）現 状

ア 有効求人倍率の状況（平成25年11月末現在） 【資料１】

○有効求人倍率 1.08倍（季節調整値）（震災直後の平成23年4月時点（0.40倍）と比較して0.68ﾎﾟｲﾝﾄ改善）

〈参考〉
○有効求職者数 （平成25年11月末現在）【資料２】
・県内全体 25,211人（原数値）

震災後減少傾向が続いており、震災直前の平成23年2月末（33,832人）と比較しても8,621人減少
・うち沿岸４所計 4,762人（原数値）

震災後減少傾向が続いており、震災直前の平成23年2月末（7,530人）と比較しても2,768人減少
○有効求人数 （平成25年11月末現在）
・県内全体 29,494人（原数値）

平成23年10月から26カ月連続して25千人を超える過去最高の水準、震災後のピークは平成25年3月の31,995人
震災直前の平成23年2月（17,355人）と比較すると12,139人増加

・うち沿岸４所計 7,209人（原数値）
震災後増加し高水準が続いており、震災直前の平成23年2月（3,284人）と比較して3,925人増加

イ 雇用保険受給者の状況

○雇用保険受給者数（平成25年11月末現在） 【資料２】

・県内全体 4,890人
震災後最も少ない受給者数となり、震災直前の平成23年2月（7,000人）と比較しても2,110人減少

・うち沿岸４所計 979人
震災後最も少ない受給者数となり、震災直前の平成23年2月（1,489人）と比較しても510人減少
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（２）対 策

【主な取組】

ア 雇用保険の支給終了を迎えた方々へのきめ細かな支援

① 被災求職者のニーズの的確な把握 〔求職者一人ひとりの状況の把握〕
・求職者の就職希望、現況（求職活動中、訓練受講中など）を職業相談を通じて把握
・給付期間満了者へアンケートを実施し、求められるサービス・ニーズを把握
・２週間程度来所していない求職者に対して、連絡をとって状況を把握（フォローの徹底）
・交通手段が無い求職者に対し、専門の相談員による仮設住宅等への出張相談を実施

（平成23年3月16日～）

出張相談状況（平成25年11月末現在）

訪問件数 2,652か所 相談件数 10,017件

② 被災求職者のニーズに応じた職業相談及び職業訓練受講あっせん等 〔担当制による支援〕
・担当制（常時10名程度担当）による職業相談等を実施

（緊要度の高い者への支援など、メリハリを付けて実施）
・就職に必要な資格取得及び実務経験機会を付与するため必要な公共職業訓練枠を確保

25年度 6,594人 （24年度 11,490人 、23年度 6,151人）

③ マッチング機会の拡充 〔就職面接会等の開催〕
・マッチング機会を増やすため、合同・業種別面接会及び事業所見学会を各地域で開催

【これまでの開催状況】
・合同面接会 開催数 41回 参加事業所数 1,678社 参加求職者数 2,928人
・事業所見学会 開催数 33回 見学事業所数 56社 参加求職者数 267人
・業種別面接会 開催数 28回 参加事業所数 113社 参加求職者数 553人 （平成25年11月末現在）
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イ 安定した生活の基盤を確保するための雇用機会の創出

① 緊急雇用創出事業等による雇用創出

○ 安定雇用の創出
・産業施策と一体となった雇用機会の創出を行う「事業復興型雇用創出事業」、「生涯現役・全員参加・
世代継承型雇用創出事業」を創設（約350億円の基金を造成） 〈23年度第３次補正予算〉

・「事業復興型雇用創出事業」の利用促進のため、対象事業を随時拡大
平成25年度 132事業 （国の震災対策事業30事業、県・市町村独自の震災対策事業102事業）

平成23年度 1事業（グループ補助金対象事業所）
平成24年度 129事業（国の震災対策事業27事業、県・市町村独自の震災対策事業102事業）

（参考）これまでの対象事業の推移 24.4.16➪45 24.5.29➪70 24.8.10➪107 25.2.13➪129  25.5.21➪130  25.9.3➪132事業

・実施期間の１年延長 平成２５年度までの事業開始（平成２８年度末まで）

・平成２５年度実績（平成25年11月末現在）

「事業復興型雇用創出事業」5,898人 （24年度雇用創出実績：1,720事業、7,785人分）

「生涯現役・全員参加・世代継承型雇用創出事業」352人 （24年度雇用創出実績：366人）

○ 当面の雇用創出
・事業再開までの当面の間の就労を希望する方にも対応するため、「震災等緊急雇用対応事業」の基金
を活用し、上記と両輪で雇用創出を実施（実施期間の延長 平成２６年３月末まで）

基金造成額:363.7億円（23年度第1次補正115.8億円、同第3次補正150億円追加、24年度補正 97.9億円追加）

・平成２５年度実績（平成25年11月末現在） 3,097人 （実績：24年度 7,877人 23年度 7,739人 ）

② 求人条件緩和指導等の実施
・求人受理、求人開拓時等に、正社員求人への切り替えを要請
・未充足求人提出事業所へのフォローアップ（正社員求人への切り替え）の徹底
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ウ 各種助成金の拡充等による雇用の促進

① 雇用調整助成金の拡充 【資料４】

生産量・売上高などの確認期間の短縮や支給限度日数の拡大(＋300日)、雇入れ６ヶ月未満も対象者と

するなどによる雇用維持の支援。

震災に伴う計画届の遡及提出の特例措置(H23.6.16期限)が経過したこともあって、23年７月以降の

計画届の提出件数が大きく減少。（25年度より生産量要件及び支給限度日数が見直されています。）

・震災特例分の計画届受理件数：6,085件（H23.3～H25.11累計）

⇒ 雇用維持された対象労働者 237,873人 （同上）

25年11月：110件 （ピークの23年6月(1,544件)に比べ ▲1,434件）

② 被災者雇用開発助成金の創設 【資料５】

被災離職者や被災地域の求職者を新たに雇い入れた事業主に対して、助成金（中小企業90万円、

大企業50万円）を支給（5月2日以降の雇い入れが対象で、採用から6か月後に申請）

・支給決定件数 15,794件（H25.11月末現在）〈前月比＋143件〉

③ 成長分野等人材育成支援奨励金の拡充

震災後（3月11日以降）に雇い入れた被災者や、震災に伴い離職させた従業員を再雇用した中小企業
事業主が、その労働者に職業訓練を行う場合にその訓練費を助成（60万円を限度）

・受給資格認定件数 91件（H25.11月末現在）〈前月比±0件〉
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エ 求人・求職のマッチング

○求人倍率は改善しているが、未充足求人の増加、求職者の減少、就職困難性が高い求職者の滞留などの
課題も顕在化

〔沿岸４所において、求人が求職を上回る職業の求人・求職・就職の状況（常用(一般及びパート)：平成25年11月）〕

〔需要（求人）＞供給（求職）の要因〕

・資格や経験が求められ、それらを有する求職者が少ない。（ 「建設・土木・測量技術者」）
・求人数、求職者数ともに一定程度存在するが、求人者が求める有資格者・経験者が少ない。（ 「建設」「土木」）
・交代勤務等勤務形態や賃金面などで求人・求職双方のニーズが合わない。（ 「看護師・保健師・助産師」 ）
・勤務形態や賃金面などの処遇面に課題がある。（ 「介護（ヘルパー等）」 「食料品製造（水産加工を含む）」「保安」）
・仮設住宅への入居などから通勤時間の増加等生活環境が大きく変わった。（「食料品製造(水産加工を含む)」）

【主な取組】
①求人条件緩和指導（対策イの②）

②マッチング機会を増やすため、合同・業種別面接会及び工場見学会の積極的な開催（対策アの③）

③関連する職業の公共職業訓練枠の確保（対策アの②）

-５-

職 業 別 有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率 就職件数

建築・土木・測量技術者 ２８４ ２５ １１．３６ ７

建設の職業 ２２４ ５８ ３．８６ １０

土木の職業 ３４４ １６４ ２．１０ ２８

保安の職業 ３５３ ２７ １３．０７ ６

食料品製造の職業 ５６３ ２０８ ２．７１ ５７

介護関係の職業 ３４０ ２１４ １．５９ ３４

看護師・保健師・助産師 ２０２ ６７ ３．０１ ８



２ 復旧・復興工事等における安全衛生確保対策

（１）現 状

○ 復旧・復興関連の休業４日以上の労災死傷者数（11月8日現在）

平成25年1-11月 44人（0人）（うち建設業 43人（0人）） （ ）は死亡者数

平成24年 31人（1人）（うち建設業 30人（1人）） ［確定数］

平成23年 55人（4人）（うち建設業 50人（3人）） ［確定数］

（２）対 策

防潮堤、道路、盛土・かさ上げ、復興住宅建築等の各種工事が大量に施工されている状況に
あり、個別の施工業者に対する安全衛生管理に係る指導等と併せて、同一地域において、異な
る発注者による工事が輻輳することによる労働災害の防止を図る必要がある。また、除染等業
務や除染廃棄物の処分等に関わる労働者の健康確保に努める必要がある。

注 ①平成２４年、２３年は確定数 ②（ ）内の数字は死亡者数で死傷者の内数

-６-

平成２５年１月～11月 平成２４年 平成２３年

全産業 1,197人 ( 17人） 1,367人 (16人） 1,280人 (18人）

前年（同期）比 +54人 （+3人） ＋87人 （△2人） ＋58人 （＋1人）

うち建設業 251人 ( 4人） 255人 ( 6人） 269人 ( 9人）

前年（同期）比 +35人 （±0人） △16人 （△3人） ＋73人 （＋8人）

（参考）全産業休業４日以上死傷者数（復旧・復興関連の死傷者数を含む）



【取組事項】
ア 東日本大震災復旧・復興工事関係者連絡会議等の開催

県単位、地区単位の連絡会議を適宜開催し、エリア別協議組織の設置等を促進
・県単位：第1回平成24年1月19日に設置・開催、以後通算で３回開催（平成２５年８月１日現在）
・地区単位：平成24年に5か所に設置（久慈地区、宮古地区、岩泉地区、釜石地区、大船渡地区）、毎年１回程度開催

・エリア別協議会設置状況：大船渡地区２か所、釜石地区８か所、岩泉地区、久慈地区、宮古地区では未設置

計 10か所（平成25年11月30日現在）

イ 施工業者に対する監督指導・個別指導等の実施（安全衛生パトロール等の実施）
重点事項：〔①地山の掘削や斜面の近傍での作業における土砂災害防止対策、②建設重機と労働者の接

触防止対策、③墜落・転落防止対策、④新規参入労働者に対する安全衛生教育の徹底〕

・安全衛生パトロール等の実施結果 （宮古、釜石、大船渡、二戸各監督署管内）

計 670回(1,538現場） （平成25年11月30日現在）

・建設業者等に対する集団指導・研修会の実施結果

計 73回（2,660人) （平成25年11月30日現在） （ ）は参加者数

ウ 「復旧・復興工事安全衛生確保支援事業」の活用促進 【資料６】

労働災害等の防止を目的とする各事業（現場巡回指導、新規参入労働者教育、安全衛生相談）が活用され
るよう受託者（建設業労働災害防止協会）と連携して周知

-７-

平成２５年１月～１１月 平成２４年１月～１２月 平成２３年４月～１２月

安全衛生パトロール等の
実施回数（現場数）

308回 （546現場）
うち11月：40回 （75現場）

242回 （522現場） 120回 （470現場）

平成２５年１月～１１月 平成２４年１月～１２月 平成２３年７月～１２月

集団指導・研修会の
実施回数（参加者数）

35回 （1,187名）
うち11月：3回（111人）

29回 （1,292人） 9回 （181人）
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資料１ 
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36,021 

45,336 
46,004 

44,242 

39,827 

37,125 

35,954 
35,082 

33,680 

31,852 

32,536 

35,217 

38,285 
37,325 

35,209 

32,398 

29,716 

28,519 

28,084 

28,965 
27,891 

25,636 

26,538 

29,621 

32,935 
33,152 

31,417 

29,380 

28,020 

26,397 

26,731 
26,562 

25,211 

7,530 

8,071 

14,329 

14,397 
13,212 

11,749 
10,752 

10,096 9,628 9,151 9,035 9,495 
10,535 

11,212 
10,085 

8,863 
7,738 

6,981 6,598 6,163 5,877 5,450 
4,931 

5,436 

6,553 
7,595 7,205 

6,060 5,350 5,099 4,929 4,902 
4,910 

4,762 

7,000 7,361 

12,780 

15,617 
16,536 

15,477 
14,688 

12,723 
12,165 11,757 

11,227 11,517 11,084 

10,387 
9,691 

9,793 
8,676 8,328 

7,536 
6,632 6,606 

5,702 5,427 
5,989 

5,750 5,727 6,126 

6,730 6,317 
6,867 

6,263 5,822 
5,691 

4,890 

1,489 1,645 

5,904 

8,560 8,708 8,361 
7,522 

6,453 6,190 6,021 5,775 6,043 5,778 5,331 
4,663 4,321 

3,615 3,174 
2,551 

1,965 1,661 

1,029 982 1,238 1,191 1,196 1,293 1,412 1,315 1,383 1,203 

1,094 1,091 979 0

10,000

20,000

30,000

40,000

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

平成23年 平成24年 平成25年

有効求職者：県計

有効求職者：沿岸４所計

受給者実人員：県計

受給者実人員：沿岸４所計

－２－ 



 

 

雇用保険適用事業所数、被保険者数及び人口の推移 
 

○ 雇用保険適用事業所数

Ｈ２３．２ Ｈ２５．１１ 増減差 増減率

22,050 22,399 349 1.6

5,353 5,450 97 1.8

うち食料品製造業 270 247 ▲ 23 ▲ 8.5

○ 雇用保険被保険者数

Ｈ２３．２ Ｈ２５．１１ 増減差 増減率

343,473 357,183 13,710 4.0

63,538 66,170 2,632 4.1

うち食料品製造業 6,810 5,174 ▲ 1,636 ▲ 24.0

○ 人  口  推  計

H23.3.1 H25.11.1 増減差 増減率

1,326,643 1,294,223 ▲ 32,420 ▲ 2.4

308,197 286,925 ▲ 21,272 ▲ 6.9

注１　沿岸計は釜石、宮古、大船渡、久慈安定所管内の合計
注２　雇用保険被保険者数は全数
注３　人口推計資料出所：岩手県政策地域部「岩手県の人口と世帯」

　  沿　　　岸　　　 計

　  県　　　　　　　　計

　  沿　　　岸　　　 計

　  県　　　　　　　　計

　  沿　　　岸　　 　計

　  県　　　　　　　　計

 
 

  

資料３ 

－３－ 



 

 

雇用調整助成金の計画届・支給申請状況 
 

①雇用調整助成金の計画届受理件数 ②安定所別計画届受理件数等（震災特例分） 
事業所数 対象者数 事業所数 対象者数 事業所数 対象者数

２３年３月 415 13,167 ４月 283 8,866 ４月 234 8,315

うち震災特例 59 2,672 うち 震災特例 66 1,215 うち震災特例 10 613 釜　石 632 12,839 502 8,543

４月 1,088 42,626 ５月 254 7,190 ５月 192 6,722 宮　古 436 6,470 383 4,759

うち震災特例 738 28,735 うち 震災特例 46 849 うち震災特例 13 833 大船渡 532 10,882 539 8,678

５月 1,248 56,167 ６月 252 6,733  ６月 188 6,272 久　慈 131 2,065 99 2,626

うち震災特例 938 47,453 うち 震災特例 31 678 うち震災特例 14 934 計 1,731 32,256 1,523 24,606

６月 1,544 60,590  ７月 251 8,055  ７月 169 5,849 盛　岡 1,513 55,500 1,243 30,117

うち震災特例 1,296 54,477 うち 震災特例 27 913 うち震災特例 15 897 花　巻 520 18,305 409 11,342

７月 587 16,580  ８月 235 7,162  ８月 144 5,055 一　関 744 42,259 544 20,923

うち震災特例 409 12,017 うち 震災特例 19 517 うち震災特例 7 754 水　沢 690 34,264 549 21,383

８月 561 17,908 ９月 229 8,280  ９月 139 4,737 北　上 731 45,045 596 28,214

うち震災特例 427 14,285 うち 震災特例 20 551 うち震災特例 11 771 二　戸 156 10,244 143 7,843

９月 511 14,972 １０月 252 8,313  １０月 134 4,531 計 4,354 205,617 3,484 119,822

うち震災特例 369 10,863 うち 震災特例 17 495 うち震災特例 6 745 6,085 237,873 5,007 144,428

１０月 515 16,548 １１月 253 9,266  １１月 110 3,934

うち震災特例 385 12,730 うち 震災特例 14 485 うち震災特例 4 248

１１月 477 18,335 １２月 260 9,116 12,941 461,351

うち震災特例 350 13,526 うち 震災特例 15 511 6,085 237,873

１２月 449 17,247 ２５年１月 265 9,716

うち震災特例 260 10,983 うち 震災特例 20 513

２４年１月 431 15,601 ２月 257 9,872

うち震災特例 241 9,466 うち 震災特例 16 512

 ２月 400 14,018  ３月 286 10,361

うち震災特例 186 6,639 うち 震災特例 10 307

３月 328 9,247 11,631 415,936

うち震災特例 46 686 うち 震災特例 6,005 232,078

8,554 313,006

うち震災特例 5,704 224,532

23年3月～24年3月まで

の計

23年3月～25年3月まで

の計

23年3月～25年11月ま

での計

平成24年度

内
陸
所

合　計

注：２５年１１月３０日までに受理及び支給決定を行った件数及び対象者数

対象者数対象者数
計画届受理

件数

支給決定

件数

沿
岸
所

平成25年度

 
  

資料４ 

－４－ 



 

 

被災者雇用開発助成金の支給決定状況 
 

①被災者雇用開発助成金の支給決定件数 ②安定所別支給決定件数

支給決定件数 支給決定件数

２３年１１月 7 釜　石 1,449

１２月 296 宮　古 1,256

２４年  １月 460 大船渡 1,419

２月 915 久　慈 661

３月 992 計 4,785

４月 809 盛　岡 5,151

５月 773 花　巻 930

６月 936 一　関 1,542

７月 1,116 水　沢 1,826

８月 1,095 北　上 1,220

９月 905 二　戸 340

１０月 956 計 11,009

１１月 919 15,794

１２月 1,115

２５年  １月 780

２月 654

３月 640

４月 319

５月 426

６月 509

７月 377

８月 313

９月 206

１０月 133

１１月 143

合　計 15,794

沿
岸
所

内
陸
所

合　計

 
 

資料５ 

－５－ 



資料６

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
平成25年度
目標数

平成24年度
実績

平成23年度
実績

0 0 0 0 121 241 70 543 975 件 ８４０人 １３８３人 １０４５人

0 0 0 0 27 76 12 112 227 事業場 ２４０事業場 ４７２事業場 １７７事業場

0 0 0 0 0 0 48 25 73 件 １２０人 ― ―

0 0 0 0 0 0 29 9 38 事業場 １２０事業場 ― ―

0 0 0 0 0 0 57 119 176 件 １２０人 ― ―

0 0 0 0 0 0 35 70 105 事業場 １２０事業場 ― ―

※「安全衛生教育」のうち、「職長等に対する安全衛生教育」及び「管理監督者に対する安全衛生教育」については、平成２５年度からの新規事業であるもの

安
全
衛
生
教
育

新規参入者
教育

職長等に対する
安全衛生教育
（新規）

管理監督者に対する
安全衛生教育
（新規）

２９１事業場

８２件

事業場

333 件

５１３事業場

３００件

379

４８０件

６００事業場66

65

計

64

「東日本大震災復旧・復興工事安全衛生確保支援事業」（実施状況）　（平成２５年度）

57 62現場巡回指導 612 18 49

安全衛生相談 50 4654 30462220

- ６ -


